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１．外航海運が果たしている役割

◆ 海外物資に頼る我が国

∎ 外航海運は、日本の経済活動と国民生活を支えるとともに、日本の経済安全保障
にも貢献

◆ 我が国輸出入のほとんどが海上輸送。

その約6割を担うのが日本商船隊

◆ 日本の海運会社は、多種多様な船種で日本と世界を結んでいる。

（出典）日本海事広報協会Shipping Now 2025-2026および日本船主協会資料

✓ 日本の海運会社・船主の保有船腹量は

ギリシャ、中国に次ぐ世界第3位

日本の
貿易量に占める
海上輸送の割合

99.5%

日本商船隊の

輸送割合

60%
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２．海事産業群が果たしている役割

∎ 海運等で構成される我が国「海事産業群」は、地域経済・雇用、ひいては経済安保に貢献

【幅広い分野で構成される我が国海事産業群】

【海事産業群の中核を担う海運・造船・舶用・船員】

✓ 我が国では、海運と港湾、造船等が強く結びつき、世界でも稀有な海事産業群を形成しており、日本の
海運・造船の国際競争力の源泉となっている。

✓ 海事産業群は、地域の経済・雇用にも貢献。

【海事産業群の経済規模】

(出典)Shipping Now 2025-2026

我が国海運事業者は船舶の70%超を国内調達*

（* 2023年竣工船（隻数）ベース）

船員の供給源
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✓ 産業連関表に基づく2020年の海事産業群の規模

  生産額11.7兆円
（うち、海運は約5.5兆円、港湾運送は約1.5兆円）*1

【参考】電子工業*2：11.5兆円、農林漁業：14.7兆円

*1：(出典）日本海事センター資料（港湾運送分は2020年版産業連関表ベース）

*2：半導体、コンピュータ、テレビ、オーディオ、産業用ロボット等



３．さらなる「集貨」、「創貨」の促進
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要 望 の 背 景   

✓ 原則的に、海運会社は「荷物が集まるところにいく」商売。

国際基幹航路における船舶の超大型化および寄港地の集約、Hub & 

Spoke体制の深化は急速に進展しており、我が国港湾が主要寄港地とし

て選択され続けるための競争環境は、かつてないほど厳しさを増している。

✓ 一方で、昨今の地政学リスクをはじめ為替動向により、日本国内への生産

拠点移転が進み、電子機器などの完成品や部品輸出等が増加していること

は好材料。

要  望 事 項   

✓ 日本発着貨物の確実な集約に加え、アジア発着トランシップ貨物の集貨強化による貨物量の増加、

✓ 船型大型化への対応、コスト（諸々の港費・税）・使い勝手における競争力の確保

✓ ターミナルにおけるDX、AI活用による、ハード・ソフト両面の利便性向上

（出典：上図）帝国データバンク
下図：日本銀行「実質輸出入の動向」）
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４．我が国港湾のコスト競争力強化

～とん・特とん税軽減適用対象の拡大～
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✓ 国際基幹航路のように船型が大きく、投入隻数が多くなるほど、
とん税・特別とん税が占める割合が著しく大きくなる傾向があ
り、諸外国港とのコスト比較において劣後。

✓ このため、令和2年10月から、基幹航路就航コンテナ船対象に
とん税・特別とん税の軽減措置が実施。

✓ 一方で、昨今の地政学リスクに伴う迂回路選択による輸送距離
の延伸や、一時的な他国港湾の需要集中等によって本船スケ
ジュールに遅延が生じた場合は、Weeklyサービス維持のため
に臨時船を投入せざるを得ないが、臨時船は軽減対象外。

✓ 取扱貨物増加を図る観点から、トランシップ船など、基幹航路
就航船以外についても軽減対象を拡大する必要があるのでは
ないか。

（出典：国土交通省港湾局資料より引用）

要 望 の 背 景   

✓ 基幹航路就航コンテナ船以外への、とん税・特とん税軽減措置
適用対象の拡大。

✓ 臨時船（1回のみ寄港・都度払い）は現行制度では優遇措置の
対象外となるため、本船単位ではなく航路単位での優遇措置
適用を要望。

要  望 事 項   

10,000TEUのコンテナ船入港時の海外主要港とのコスト比較

日本（横浜港） VS 韓国（釜山港） 約1.5倍
日本（横浜港） VS 中国（上海港） 約1.8倍

船型が大きくなればなるほど差は拡大

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?


５．デジタル化による効率化の促進

自動ヤードクレーンAGV（自動搬送機）
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要 望 の 背 景   

要  望 事 項   

✓ 近年、船舶の大型化に伴い、主要船社はシンガポール港や
釜山港のようなメガハブ港に、貨物を集約する傾向が高
まっている。

✓ 昨今の少子高齢化に伴う港湾労働者の高齢化と、物流業
界全体の労働力不足は深刻であることから、自動化促進
が肝要。

✓ 脱炭素化の観点から、将来的には「CO２排出量の少ない
港」も荷主・船社から選ばれる基準の一つとなるため、
デジタル化による更なる荷役効率化により、船舶の港外
待機を最小限に抑えることが肝要。

✓ 例えばシンガポール港を成功事例として、自動化・遠隔
化で近隣諸国に劣後しないよう、対応促進を要望。

✓ バースの空き状況やヤードの混雑状況を、AIによる予測
データとしてリアルタイムで船社に共有することによっ
て、港湾の混雑改善に繋がるため、より一層のAI活用
推進を要望。

【海外主要港における自動化技術等の導入状況】

【最先端の機器を導入するシンガポール港】
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６．我が国港湾での次世代燃料供給網整備
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要 望 の 背 景   

✓ 国際海事機関（IMO）では、GHG削減戦略の早期

導入に向けた取り組みを継続中。

✓ 2050年までの「GHG排出ゼロ」目標達成には、

早期のゼロエミッション燃料船導入促進が必要。

要  望 事 項   

✓ 我が国港湾における新燃料供給網の整備を要望

 2050年までに毎年1兆円の投資が必要
【代替燃料船のシェアの推移予測】
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